
予算要求資料
平成27年度3月補正予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費　　　
	事業名　新 地域経済分析システム普及促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

清流の国推進部　清流の国づくり政策課　地方創生係　電話番号：058-272-1111（内2246）

　　　　　　　E-mail： c11122@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　3,000千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	決定額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　地方創生、総合戦略の内容を具体的に実施していくにあたっては、地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）を普及し、これを活用することができる人材を育成していく必要がある。
（２）事業内容

　　　県職員及び市町村職員に対して、地域経済分析システムの研修を実施するとともに、別に民間人からもＲＥＳＡＳマスターを育成し、同システムの更なる普及の足掛かりとする。

（３）県負担・補助率の考え方

　　なし
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	3,000
	市町村職員向けのＲＥＳＡＳの一般研修、ＲＥＳＡＳマスター育成、普及活動状況のとりまとめ、その他普及支援業務の委託費

	合計
	3,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国の状況
　　　内閣官房ビックデータチームの体制のみでは、地域ごとに異なるニーズに
　　対応していくことは不可能であることから、今後、地域経済に精通した地域

人材であって、ＲＥＳＡＳについて一定の知見と経験を有し、他者にも説

明・指導・アドバイスできる専門人材（ＲＥＳＡＳマスター）を育成し、全
国に展開する。

　同時に都道府県の担当課を設定し、都道府県内でのＲＥＳＡＳの普及促進

を進めていくこととしている。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	各自治体が策定した総合戦略のＫＰＩを検証し、ＰＤＣＡを回していくには、更に地域のデータを分析していく必要がある。そのためには自治体職員及び金融機関等の民間企業職員などにおいて、ＲＥＳＡＳを利用できる人材とＲＥＳＡＳを普及できる人材を育成し増やしていく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修受講者数

	　0

（H28 ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	42人
（H29）
	％


	ＲＥＳＡＳマスター育成者数
	　 0
（H28）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	8人
（H29）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	ＲＥＳＡＳの普及そのものが、地域における様々な施策や事業の効果を高めるものである。特に、データの分析により総合戦略における事業のＫＰＩの（再）設定やＰＤＣＡサイクルの確立に活用できる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	ＲＥＳＡＳ自体のコンテンツが更に充実していかないと、知名度、利用度

が進んでいかない可能性がある。



（次年度の方向性）
	各自治体の総合戦略のおけるＫＰＩ設定値の確認、総合戦略の変更等においてもデータ分析のツールとしてＲＥＳＡＳの活用が見込まれる。また、研修を受けた市町村職員及びＲＥＳＡＳマスターの活躍により普及が見込まれる。



